２０１９年度　職層別研修　能力向上部門「政策形成」事前調査用紙
研究テーマ『広域連携』
団体 　　　　 　　　　　所属　 　　　　　課   　　　　　係　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎研究テーマ設定の背景　

昨今、自治体を取り巻く社会経済環境は大きく変化し、住民の価値観も多様化して、行政のあり方や政策内容に対する住民の関心が高まるとともに、新たな課題も次々とうまれ、行政の守備範囲は広がるばかりです。こうした中、自治体は住民に最も身近な存在として、自らの責任と判断で住民の信託に応えていかなければなりません。そのためには、住民の声を聞きながら、その自治体で重要な課題は何なのかを見極め、行政運営に反映していく視点が必要不可欠です。
一方で、わが国の総人口は、2008年をピークに減少に転じ、2040年には1億1092万人まで減少すると見込まれています。また、2015年に3387万人であった65歳以上の高齢者人口は、団塊ジュニア世代が全て高齢者となる2042年に3935万人、高齢化率36.1％でピークを迎える見込みです。
こうした、「少子超高齢・人口減少社会」にあっては、従来の人口増加を前提に住民サービスを各市町村単独で展開してきた「フルセット」の政策は、もはや財政面も含めて限界に近づいていると言えます。また、行政界を超えて一体的な都市を形成するが故に、日常生活圏と行政圏域の乖離から生じる大都市圏特有の様々な課題へ対応していくことについても、各自治体単独での解決は困難になりつつあり、今後の住民サービスの提供のあり方を広域的な観点から考えることが重要になってきています。だからこそ、将来の人口構成に合わせて、サービスの供給体制をどう最適化したら良いのか、また、更新時期を迎えるインフラや公共施設のうち、何を残し、何を活かすのか等々、子育て、健康福祉、インフラ、防災、産業など、自治体行政の主要分野で、高齢者人口がピークを迎える2040年頃に想定される課題に戦略的に取り組む必要があります。
このようなことから、今回は「広域連携」に焦点を当て、サービスの在り方を広域的な視点から捉え直し、住民サービスをいかに確保、充実させ持続可能なものとしていくかとの観点からテーマを設定しています。

１ 所属団体に研究テーマに関する基本計画・実施計画等がある場合は、必ず一読してきましょう。

 (１)所属団体での「広域連携」取組状況
裏面につづく
(２)あなたが必要と考える「広域連携」の具体的な取り組み事例とその「理由」
２ 「広域連携」について、所属団体で今後充実していかなければならない取り組みにはどのようなものがありますか。その「理由、目的、効果」など。
※このスペースで書ききれない場合は、別紙に記載してください。　
※この用紙は研修所ホームページ（http://www.tskweb.jp）からもダウンロードできます。
「トップページ＞研修紹介＞研修書式ダウンロード」をご覧ください。
　※その他参考資料
　　・国（総務省）：自治体戦略2040構想研究会報告（一次・二次概要版）
　　・東京都（総務局行政部）：多摩の振興プラン（概要版）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　































































